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店舗規制緩和と金融機関の店舗展開

〔要　　　旨〕

１　80年代まで「銀行行政の歴史は店舗行政の歴史である」と言われたように，金融機関の
店舗は監督当局によって設置場所，設置数，職員数，営業時間などが厳しく規制されてい
た。しかし，80年代後半から，店舗規制は大幅に緩和されるようになり，90年代後半には
店舗通達の廃止，インターネットバンキングやコンビニＡＴＭをはじめとするチャネルの
多様化等によって金融機関は自らの経営戦略に合わせた店舗戦略が求められるようになっ
た。

２　金融機関店舗の規制緩和は大別して次の三つの時期に区分することができる。その第一
期は，80年代から97年の店舗通達廃止までの時期である。80年代の金融機関店舗はフルバ
ンキング型が一般的であり，各金融機関は店舗数を増加させ，より稠密なネットワークを
構築することをめざしていた。しかし，90年代半ばから自己資本強化を求めるＢＩＳ規制
や不良債権処理問題によって都銀等の支店数は93年をピークに減少していった。

３　第二期は，金融ビッグバンから00年までの既存の店舗統廃合とチャネルの多様化の時期
である。店舗規制の緩和によってインストアブランチやインブランチストアの開設が可能
となり，金融機関は従来よりも顧客にアクセスしやすくなった。しかし一方で，不良債権
問題が90年代中頃よりも深刻化し，金融機関は安定した収益を確保するため，個人リテー
ル業務に本格的に取り組み始めた。

４　第三期は，01年以降から今日まで続くワンストップ化への流れである。第一期，第二期
が店舗規制の緩和であったのに対して，第三期は金融商品の販売チャネルの拡大や金融業
の新規参入という形での規制緩和となり，質的に大きく変化した。
00年前後からは，「わが国金融システムの改革――2001年東京市場の再生に向けて」と題

する金融システム改革構想をベースに銀行，証券，保険の垣根を取り払う法改正が次々と
行われた。今日，金融機関の店舗数は減少しているものの，店舗は，伝統的な預金業務等
だけでなく資産運用相談等を通じた顧客との相対取引を行う場として再び注目されてい
る。

５　現在，多くの金融機関はリテール強化に向けて多様な店舗戦略を展開しているが，試行
錯誤を続けていることも事実である。今後，金融商品の販売チャネルの多様化等が進展し
ていくなかで，各金融機関は自らの顧客層の特性分析と同時に，今後どのような顧客層を
開拓し維持していくのかという一層きめ細かな戦略が求められ，それに基づいた店舗形態
の選択やネットワークを再構築する必要があるといえる。
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1980年代まで「銀行行政の歴史は店舗行

政の歴史である」と言われたように，金融

機関の店舗は監督当局によって厳しく規制

されていた。しかし，80年代後半から，店

舗規制は大幅に緩和され，90年代後半以降

には，店舗通達の廃止，インターネットバ

ンキングやコンビニATM等のチャネルの

多様化等によって金融機関は自らの経営戦

略に合わせた店舗戦略が求められるように

なっている。

本稿は，80年代以降，店舗規制の緩和に

よって金融機関の店舗戦略がどのように変

化したのか，また，規制緩和によって金融

機関の店舗機能はどのように変化したの

か，に焦点を当てて考察する。

戦後の店舗行政は銀行法第８条を根拠

に，銀行法施行規則，銀行局長通達等によ

って設置場所，設置数，職員数，営業時間

をはじめとした規制が行われ，金融機関の

店舗戦略に大きな影響力を与えた。

金融機関の店舗が認可制とされた理由

は，①経営者の自由にゆだねると店舗等が

過度に増加し，経営の健全性が損なわれる，

②地域の資金供給に影響を及ぼすため業務

の的確，公正，かつ効率的な運営を確保す

る，③既存の利用者の立場を保護する，④

仮に特定地域に集中すれば，地価や家賃の

高騰を招くという可能性がある，というも

のであり，店舗等の設置等については大蔵

大臣の認可を受ける必要があった。
（注１）

だが，80年代後半以降，金融機関店舗の

規制緩和は急速に進展し，店舗展開は大き

く変化していった。金融機関の店舗に関す

る規制緩和を大別すれば，次の三つの時期

に分類できると思われる。

第一期は80年代から97年の店舗通達廃止

までの時期である。この時期の金融機関店

舗は預金獲得に重点を置き，さらなる稠密
ちょうみつ

なネットワークの構築をめざしていた。し
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かし，バブル崩壊による収益力の低下や

BIS規制に対応した自己資本強化等が求め

られ，都銀，第二地銀等の店舗数は93年を

ピークに減少に転じた。

第二期は金融ビッグバン（96年）から00

年までのチャネルの多様化と既存店舗の統

廃合の時期である。この時期は規制緩和に

よるインストアブランチやインブランチス

トアの開設，コンビニATMという新たな

キャッシュポイントの誕生によって，金融

機関は従来よりも消費者にアクセスしやす

くなった。

しかし，不良債権問題が90年代中頃より

も深刻化し，主に大手金融機関は安定した

収益を確保するため本格的に個人リテール

業務に取り組み始めた。

第三期は，01年から今日まで続くワンス

トップ化への流れである。96年11月，政府

は「わが国金融システムの改革――2001年

東京市場の再生に向けて」と題する金融シ

ステム改革構想（いわゆる金融ビッグバン）

を公表したことで，銀行，証券，保険の垣

根を取り払う法改正が01年前後から次々と

実施された。この時期の規制緩和は，設置

数や距離の規制を中心とした店舗規制か

ら，金融業の新規参入や販売チャネルの拡

大へと質的に大きく変化した。

（注１）小山（1995）

銀行発展の条件は，①良い取引先・顧客

をもつこと，②良い店舗配置をもつこと，

といわれ，
（注２）

主に貸出超過傾向にある金融機

関は，収益の源泉である預金を獲得するた

め，店舗を積極的に増加させようとしてい

た。79年度に小型店舗や機械化店舗が認め

られ，
（注３）

86年度には消費者金融店舗が
（注４）

認めら

れたものの，預金，個人・法人貸付，為替

業務等を行うフルバンキング型店舗が一般

的であった。

戦後の店舗行政は，店舗数をはじめとす

る数量規制と距離規制の二本立てであった

が，80年代から急速に自由化された。

まず，店舗行政の規制緩和における重要

な変化は，いわゆる，81年度の300m行政

の導入と
（注５）

85年度の容積率基準の導入で
（注６）

あ

る。この規制緩和を受けて，金融機関は都

心部・郊外ターミナル駅周辺にフルバンキ

ングの有人店舗の新規出店が可能となっ

た。

87年度には，普通銀行の店舗外CD･

ATMの設置数規制が企業内に設置する場

合を除き，原則撤廃された（なお，相銀，

信金は86年度に店舗外CD･ATM設置数規制が

撤廃された）。これによって金融機関は店舗

とATMによる稠密なネットワーク網を構

築することができるようになった。加えて

ビル内の１･２階以外ならば自由に出店で

きる法人取引店舗の設置（いわゆる空中店

舗）が認められた。90年代初頭には，主に

大手金融機関が日曜日にCD･ATMを稼働

させるサンデーバンキングを開始し，顧客

の利便性はさらに高まった。

規制緩和はその後も進み，95年度には都
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２　金融機関店舗の

規制緩和（第一期）



銀等の一般店舗及び小型店舗

の設置数規制が完全撤廃さ

れた。
（注７）

97年度には，金融機関

は人口集中地域にほぼ自由な

店舗展開が可能となった。ま

た同時に店舗人員基準，出張

所の業務取扱基準も緩和さ

れ，店舗新設の際に大蔵省へ

事前届出を行う内示制度も廃

止された。さらに，支店，

ATM，インターネットの金

融サービスにおける営業時間

の届出制が廃止され，ATM

の24時間化が容易になった。

97年，店舗通達そのものが

廃止されたことで金融機関の

新規出店は自由度が増した。

しかし，都銀，第二地銀，信組の支店数は

93年３月末をピークに減少を続けた（第１

表）。このころの金融機関はバブル崩壊に

伴う多額の不良債権の処理，BIS規制に対

応した自己資本比率の強化等が求められ，

新規出店を抑制する傾向にあった。また，

店舗の数量規制が撤廃された90年代半ば

は，ATMの利用が銀行来店顧客の８～９

割を占め，
（注８）

店舗の役割が相対的に低下して

いた。そのため，各金融機関は出店コスト

または維持コストの高い店舗チャネルを削

減し，ATMを増加させることでキャッシ

ュポイントのネットワーク網を補完してい

った。

（注２）佐竹・橋口（1967）
（注３）「小型店舗」と「機械化店舗」は，一般店

舗よりも投資額を抑制し，きめ細かなサービス
が可能になるとの観点から認められた。小型店
舗は取扱業務に制限がないものの，当初，人員
基準は原則10名以内とされた。機械化店舗は取
扱業務が預貯金，消費者金融に限定した貸付業
務，内国為替業務，これらの付随業務であり，
ATMが主体となる店舗であった。人員基準は原
則４名以内とされ，出張所扱いとされた。機械
化店舗の設置場所には制限がなかった（『第28回
銀行局金融年報昭和54年版』参照）。

（注４）「消費者金融店舗」の大きな特色の一つは，
デパート，スーパー等で消費者金融業務（消費
者ローン，住宅ローンなど）を営むことができ
ることにあった。窓口で預金業務を行うことは
できないが，CD･ATMを設置することができた。
また，消費者金融店舗は，営業時間をデパート
やスーパーに合わせることができ，土日営業も
可能であった。しかし，サンデーバンキングの
導入によって消費者金融店舗は閉店が相次ぎ，
93年の店舗通達で機械化店舗に統一された（『第
35回銀行局金融年報昭和61年版』参照）。

（注５）当時，一般店舗の新設は，周囲500ｍ以内
に同種金融機関２未満かつ同種・異種金融機関
合わせて４未満の場所に設置するように規制さ
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れていた。「300ｍ行政の導入」とは，周囲500ｍ
という規定を周囲300ｍとすることであり，この
緩和によって店舗の新設が容易となった。なお，
81年の店舗通達によって小型店舗の設置基準も
一般店舗と同様の場所とされた（『第30回銀行局
金融年報昭和56年版』参照）。

（注６）85年度の規制緩和で三大都市圏（東京都区
内，大阪，名古屋市内）の特に経済集積度の高
い場所に一般店舗を新設する場合は，周囲150ｍ
以内に中小金融機関が４未満の場所であれば，
設置できることとされた。ここでいう「経済集
積度の高い場所」とは，容積率が900％以上の場
所をさす。この規定によって大都市圏での出店
が従来に比較して容易になった（『第34回銀行局
金融年報昭和60年版』参照）。

（注７）地銀，第二地銀，信金の一般店舗及び小型
店舗の設置数規制は93年度に撤廃された。

（注８）福原（1995）

（１） 規制緩和と店舗統廃合

第二期における金融機関店舗の規制緩和

の特色は，店舗の自由化によってインスト

アブランチやインブランチストアなど多様

な店舗展開が可能となったことである。

インストアブランチは，金融機関がスー

パーマーケット等に支店・出張所を開設す

る店舗形態であり，90年代半ば以降の規制

緩和を受けて誕生した。97年，阪神銀行が

神戸市内のショッピングセンターに出店し

たことが始まりといわれ，今日では，多く

の金融機関が主に個人顧客の獲得，投資型

金融商品の販売，新規口座の開設や書類の

受け渡しをはじめとした一般店舗の事務補

完を目的としてインストアブランチを導入

している。

98年６月には銀行店舗の第三者への賃貸

を規制していた「営業用不動産の有効活用

に関する通達」が廃止された。
（注９）

これによっ

て店舗スペースの有効活用策としてコンビ

ニエンスストアやドラッグストア，カフェ，

ファストフード店などを誘致するインブラ

ンチストアの出店が可能となった。

一連の規制緩和によって金融機関の店舗

は多様化し，従来よりも利用者に密着した

店舗展開が可能となったが，金融機関の支

店数は大きく減少していった。前掲第１表

に見られるとおり，04年３月末にはピーク

時と比べて都銀31.7％（3,079→2,104），信託

銀行58.4％（399→233），地銀5.7％（7,097→

6,689），第二地銀26.4％（4,505→3,315），信

金7.2％（8,050→7,471），信組34.5％（3,012

→1,973），農協23.2％（16,321→12,542）もの

支店が減少した。このなかで，都銀，信託

銀行，信組は，30％以上も支店数を削減さ

せている。都銀と信託銀行における支店削

減の主な要因は，早期是正措置の導入（98

年）に対応する資本効率の向上であり，信

組における支店削減の主な要因は合併や経

営破綻等によるものであった。なお，地銀

は破綻先金融機関の受入れのほかに，地域

密着経営の観点から支店の削減を極力回避

したため，減少率は低くなっている。

さらに，90年代後半は，金融機関が安定

した収益を確保するためリテール業務を本

格化し，店舗機能の見直しや店舗網の再編

に着手した時期でもあった。各金融機関は，

フルバンキング体制から営業地域をエリア

ごとに区切り，法人業務を母店に集約する

一方で，個人リテール業務をサテライト店
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に移管することで，より機

動力のある営業体制を構築

した。サテライト店とは，

主に個人顧客を対象に預金

業務や投資型商品の販売等

を目的とした店舗である。

また，インストアブランチ

やインブランチストアもリ

テール強化策の一環として

位置付けられた。

（注９）『ニッキン』98年５月15
日付

（２） 金融機関ATMから

コンビニATMへ

90年代後半は，維持コス

トの高い店舗よりもテレフ

ォンバンキングやインター

ネットバンキング等のダイレクトチャネル

が低コスト・チャネルとして注目され，

ATM設置台数が増加した時期でもあった。

だが，都銀，信託銀行，地銀，第二地銀

のCD･ATMの設置台数は，98～00年にか

けてピークを迎え，その後は減少に転じて

いった（第２表）。04年３月末におけるCD･

ATMの設置台数はピーク時と比較し，都

銀17.1％（31,908→26,464），信託銀行39.7％

（1,120→675），地銀4.5％（36,269→34,635），

第二地銀12.1％（13,625→11,971）の減少と

なっている。なお，農協，信金，信組にお

けるCD･ATM設置台数のピークにはばら

つきがあるものの，近年では減少傾向が続

いている。

ATMの設置数が減少した背景には，チ

ャネルの多様化とともに主にコンビニエン

スストアに設置することを目的とした，い

わゆるコンビニATMの増加をあげること

ができる。

一般的に店舗外ATMは駅前周辺などの

繁華街に多く設置され，住宅街には少ない

という問題点があった。しかし，コンビニ

エンスストアのそれは，住宅街にも多く設

置されており，利便性の観点からも有力な

チャネルとなった。サービス面についても

コンビニATMは，24時間営業で行われる

ほか，金融機関自らが店舗外ATMを設置

するよりコストを削減することができたた

め，急速に広がっていった。

第１図は，アイワイバンク銀行（01年開

業）とイーネット（99年開業）のATM設置
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２　＊「減少率」はピーク時と０４年３月末の設置台数とを比較したものである。    
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台数の推移を表したものである。両社とも

金融機関のATMが減少傾向にある時期に

ATMの設置台数を着実に増加させている

ことがわかる。

ただし，コンビニＡＴＭは，コンビニエ

ンスストアの閉店によってキャッシュポイ

ントが変化するというデメリットもある。

第２図はローソンにおける店舗数の推移を

表したものであるが，03年は閉店数が開店

数を上回っており，キャッシュポイントが

頻繁に変化する可能性があることを示唆し

ている。

現在では，金融機関は店舗外ATMの削

減を行っているが，その一方で，より利用

頻度の高い場所にATMを配置する傾向も

ある。その取組みの一つが駅構内ATMで

ある。00年，池田銀行が阪急電鉄と共同で

駅構内にATMを設置したことをはじめ，

今日では関西アーバン銀行，東京三菱銀行

（阪急），新生銀行（京急），横浜銀行（小田

急，相模）なども駅構内にATMを設置し

ている。
（注10）

（注10）日本経済新聞04年10月17日付

第三期における金融機関店舗の規制緩和

は，01年から今日まで続くワンストップ化

の流れである。第一期，第二期の規制緩和

は店舗規制中心の緩和であったが，第三期

の規制緩和は金融商品の販売チャネルの多

様化や金融業の新規参入などを目的として

おり，質的に大きく変化していった。

98年には，金融ビッグバン構想を受け，

銀行，証券，保険分野の垣根を取り払い，

多種多様な金融商品・サービスを投資家や

消費者に提供する「金融システム改革法」

などの金融関連法が成立した。これによっ

て，投信販売が銀行，保険の他業態にまで

認められるようになった。

第３図は，契約型公募・私募投資信託合

計の純資産残高を販売態別に表したもので

ある。99年，証券会社の投資信託販売は全

体の89％を占め，銀行等のそれは6.3％に

過ぎなかった。しかし，04年には証券会社

の投資信託販売は全体の56.6％と大幅に減

少しているのに対して，銀行等のそれは
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41.2％へと拡大し，銀行等が重要なチャネ

ルへと変化していることがうかがえる。さ

らに02年には，「銀行法等の一部を改正す

る法律」により，今まで認可制とされてい

た支店等の設置が事前届出制とされ，リテ

ール戦略の自由度がさらに増した。

次項以降では，投信窓販解禁以降の販売

チャネルの多様化についての規制緩和を簡

単にまとめることにする。

（１） 証券関係の規制緩和

金融庁が02年に「証券市場の改革促進プ

ログラム」を公表し，系列関係にある銀行

と証券会社が同じフロアで営業する共同店

舗の出店が可能となった。

この規制緩和を受けてみずほ銀行はみず

ほインベスターズ証券と共同店舗を出店

し，04年には三菱東京フィナンシャル・グ

ループが銀行，証券，信託の共同店舗「所

沢プラザ」を出店した。証券会社との共同

店舗は，証券会社になじみの薄かった顧客

が株式・債券を購入するようになり，グル

ープ全体のメリットは高まっている。

04年12月からは，銀行が証券会社に株式

等の売買注文を取り次ぐことが可能となる

証券仲介業が解禁となった。最近ではメガ

バンクのみならず，地域金融機関も証券仲

介業に積極的な取組みを見せつつある。

（２） 信託関係の規制緩和

金融機関が信託銀行に業務の取次ぎを行

う信託代理店制度は，93年，地域金融機関

に認められたが，都銀には認められていな

かった。

そこで，「金融機関の信託業務の兼営等

に関する法律」が改正され，旧・大和銀行

以外の金融機関本体が信託業務を行うこと

と都銀が信託代理店業務を行うことが認め

られた（02年）。また，04年には改正信託業

法が成立し，信託業が金融業のみならず一

般事業会社にも認められた。今日では，ノ

ンバンクが信託業務に参入する動きもあ

る。

（３） 保険関係の規制緩和

保険商品の銀行窓販は，01年４月，住宅

ローン関連の信用生命保険・長期火災保

険・返済支援保険や海外旅行傷害保険が解

禁され，02年には，個人年金保険，財形保

険，年金払積立傷害保険，財形傷害保険が

解禁された。
（注11）

今後，金融庁は05年末に一時払養老保険

や一時払終身保険など貯蓄性の高い商品の

解禁をめざしており，医療，ガン，自動車

保険の銀行窓販解禁は07年末になるとも言

われている。
（注12）
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（注11）金融審議会金融分科会第二部会（2004）
（注12）日本経済新聞05年５月19日付

（４） 銀行代理店制度

第三期の規制緩和は，金融商品販売チャ

ネルの多様化のほかに異業種の銀行業参入

が検討されていることも特色の一つであ

る。ソニー銀行やアイワイバンク銀行は銀

行設立という方式で銀行業に参入したケー

スであるが，今日では銀行代理店制度を緩

和することで異業種参入を促進しようと試

みられている点が従来と大きく異なってい

る。

現行の銀行代理店制度は，法人代理店の

条件に銀行の全額出資子会社であることや

他の業務を行わない金融専業であること等

が含まれているため，実質的に他業種が銀

行代理店を営むことはできなかった。そこ

で，現在，一般事業会社も代理店を営むこ

とができるように議論されている。銀行代

理店制度が改正されれば，スーパー，自動

車販売会社等は銀行代理店として預金，住

宅ローン，自動車ローンなどの金融商品の

取扱いが可能となり，金融のアンバンドリ

ング化が進展すると思われる。

現在，多くの金融機関はリテール強化に

向けて多様な店舗戦略を展開している。個

人顧客を取り込むため各金融機関はインス

トアブランチ，コーヒーショップやファス

トフード店を誘致したインブランチストア

を出店している。また，支店数は減少して

いるものの，金融機関で取扱可能な金融商

品が増加したことで，店舗が資産運用相談

の場として再評価されるようになってき

た。

金融機関の店舗は規制緩和によって，従

来の横並び的な発想から徐々に多様化して

きているが，その一方で，各金融機関は今

後の店舗戦略について試行錯誤を続けてい

ることも事実である。

個人顧客の取り込みをめざして導入され

たインブランチストアは，提携先によって

顧客属性が大きく異なるという課題を有し

ている。例えばファストフード店とのイン

ストアブランチは顧客層が若年層に偏り，

投資型金融商品の売上げに貢献しないケー

スがある。また，ある金融機関はインスト

アブランチを出店したが，一般店舗の事務

補完機能が主な業務となり，当初期待して

いた資産運用相談という目的を達成せずに

撤退したケースもあった。

近年，メガバンクを中心とする都市型金

融機関は来店誘致を主体とした新型の店舗

を展開しているが，その一方で顧客の多く

が中小企業，自営業者であるため従来のフ

ルバンキング型店舗を踏襲していくスタン

スの地域金融機関もある。また，地域によ

っては，高齢者を取り込むため渉外活動で

きめ細かく対応することを考えている金融

機関もある。

金融機関は規制緩和によって自由な店舗

展開を行うことができるようになったが，

それは各金融機関がどのような戦略で生き

残っていくのかという課題を突き付けられ
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ていることでもある。そのため，各金融機

関は自らの顧客層の特性分析と同時に今後

どのような顧客層を開拓し維持していくの

かという，一層の緻密
ちみつ

な戦略が求められ，

その戦略に基づいた店舗形態の選択やネッ

トワークを再構築する必要があるといえる。
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